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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　軸心が互いに平行となるように所定の隙間をあけて隣接して配置されると共に互いに異
なる方向へ回転する一対のロータを備え、前記一対のロータの両端側には各ロータに加わ
るラジアル方向の荷重を支持する軸受が設けられており、各ロータに加わるスラスト方向
の荷重が両端側の前記軸受のうち一端側の前記軸受で支持された密閉式混練装置において
、
  前記一端側の軸受の外輪を固定する外輪固定部材または前記外輪固定部材が取り付けら
れたケーシングと、前記一端側の軸受の内輪を固定する内輪固定部材または前記内輪固定
部材が取り付けられたロータとの軸方向に沿った相対変位を求め、求められた前記相対変
位に乗じることで前記ロータに加わるスラスト荷重を算出するための換算係数の校正を行
う、密閉式混練装置のスラスト荷重計測装置の校正方法であって、
　前記校正は、前記一端側の軸受を固定するための締結ボルトに軸方向に加わる荷重を計
測可能な軸力計測ボルトを用いて計測される軸力を、当該軸力が計測されたときの前記相
対変位で除することであること、
　を特徴とする密閉式混練装置のスラスト荷重計測装置の校正方法。
【請求項２】
　前記外輪固定部材を前記ケーシングに締結する外輪固定部材用の前記締結ボルトに、前
記軸力計測ボルトが用いられていることを特徴とする請求項１に記載の密閉式混練装置の
スラスト荷重計測装置の校正方法。
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【請求項３】
　前記内輪固定部材を前記ロータに締結する内輪固定部材用の前記締結ボルトに、前記軸
力計測ボルトが用いられていることを特徴とする請求項１または２に記載の密閉式混練装
置のスラスト荷重計測装置の校正方法。
【請求項４】
　混練中の前記ロータに発生するスラスト荷重のうち最大のスラスト荷重を、前記ロータ
に設けられた前記締結ボルトの本数で除した値以下の荷重を前記軸力計測ボルトの初期軸
力とし、
　前記軸力計測ボルトのすべてに前記初期軸力を上回る軸力が加わった際に、前記軸力計
測ボルトで計測される軸力を用いて前記換算係数を校正することを特徴とする請求項１ま
たは３に記載の密閉式混練装置のスラスト荷重計測装置の校正方法。
【請求項５】
　混練中の前記ロータに発生するスラスト荷重のうち最大のスラスト荷重を、前記ケーシ
ングに設けられた締結ボルトの本数で除した値以下の荷重を前記軸力計測ボルトの初期軸
力とし、
　前記軸力測定ボルトのすべてに前記初期軸力を上回る軸力が加わった際に、前記軸力計
測ボルトで計測される軸力を用いて前記換算係数を校正することを特徴とする請求項１ま
たは２に記載の密閉式混練装置のスラスト荷重計測装置の校正方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、密閉式混練装置で被混練材料を混練する際にロータに発生するスラスト荷重
を計測するためのスラスト荷重計測装置の校正方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、ゴム、プラスチック等の被混練材料を混練する密閉式混練装置として特許文
献１に開示されているものがある。特許文献１の密閉式混練装置は、混練室に圧入された
被混練材料を当該混練室内に設けられた２本のロータにより混練し、所望の混練状態とな
った被混練材料を外部に取り出す構成となっている。これら２本のロータは軸の両側が軸
受で回転自在に支持されており、それぞれのロータのドライブ側の端部は外部へ突出する
入力軸となっていて、隣接配置された駆動装置の出力軸とこれらの入力軸とがギヤカップ
リング等の接続装置を介して接続されている。
【０００３】
　特許文献１の密閉式混練装置では、ゴム、プラスチック等の被混練材料は各種の添加剤
とともに上部の投入口からホッパ内に所定量づつ投入され、この被混練材料はフローティ
ングウェイトの押し込み作用によって密閉状態の混練室内に圧入される。このようにして
混練室に圧入された被混練材料は互いに異方向に回転するロータにより混練が行われる。
　つまり、それぞれのロータには減速機を介して原動機の駆動力（回転）が伝達されてお
り、各ロータが混練室の内壁を掃くように回転すると共に互いに異方向に回転し、混練室
内に圧入された樹脂原料（被混練材料）が各種の添加剤とともに混練され、所望の混練状
態となった被混練材料が外部に取り出される。
【０００４】
　また、ロータの外周面には翼（混練翼）が設けられており、特許文献１の密閉式混練装
置ではこの翼はロータの軸線に対して螺旋状にねじれた構造となっている。このねじれた
翼の作用で、ゴムやプラスチックの被混練材料は軸方向に押し込まれ、軸方向に沿って被
混練材料を送る材料の流れが発生する。また、２本のロータにおいて逆方向の流れが生じ
るように翼はねじられており、チャンバー内を循環するように被混練材料を流すことで効
果的な混練が実現される。
【０００５】
　ところで、特許文献１に開示された密閉式混練装置、言い換えれば、一般的な密閉式混
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練装置においては、ロータに形成された螺旋状にねじれた翼により被混練材料を軸方向に
沿って送ると、その反作用で軸方向を向く反力（スラスト荷重）が発生する。このような
スラスト荷重は、ロータを支持する軸受の寿命に大きな影響を与えるので、軸受の寿命を
判断するためにはスラスト荷重を精確に計測することが必要となる。また、スラスト荷重
が精確に把握できない場合は、軸受に設計以上のスラスト荷重が加わっていたり、逆にオ
ーバースペックの軸受を用いていたりするといった問題が生じる可能性もある。それゆえ
、上述した種類の軸受を採用した場合にはロータに加わるスラスト方向の荷重を精確に計
測できる手段を設けるのが好ましい。
【０００６】
　例えば、特許文献２には、軸受本体とケーシングとの間に荷重センサを設けて、軸受に
作用する荷重を計測する方法が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平１０－４４１４５号公報
【特許文献２】特開２００１－２７７２３６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　上述した特許文献２の方法は、ラジアル荷重（正確にはロール同士が径方向に離間する
場合の荷重）を計測するものであるが、スラスト荷重を計測する場合にも十分適用できる
と思われる。
　しかしながら、この方法で用いられる計測装置は構造が複雑で、設置に比較的大きなス
ペースを必要とし、設置スペースの制約で設置が困難となる場合がある。また、既設の混
練設備に対して追加で取り付ける場合には、混練機のケーシングに対して大幅な改造を行
わなくてはならなくなる可能性もあり、既存の設備に設置することも困難である。
【０００９】
　この問題に対応するために、軸受の内輪と外輪との間の相対変位を変位センサなどで計
測し、求められた相対変位に換算係数を乗じることで、ロータに加わるスラスト荷重を算
出するスラスト荷重の計測方法が考えられる。この計測方法は非常に有用な方法であるも
のの、換算係数が常に正しい値となっていなければ、精確なスラスト荷重を算出すること
ができない。そのため、換算係数を適宜校正して適正な値に維持する必要がある。
【００１０】
　このような換算係数の校正、言い換えれば、計測装置の校正は、既知のスラスト荷重を
ロータに与えてその時に生じる相対変位を計測することで実施することができる。
　ただ、換算係数の値は軸受内部の摩擦状態やロータの回転の有無により変化する為、校
正に用いる相対変位は、ロータを回転させた状態で且つロータに対し生産時と同様なスラ
スト荷重を与えて計測するといった事前実験が必要となる。このような事前実験において
、ロータに対して大きなスラスト荷重を付与する機構やロータを回転させる機構を設ける
ことは大変な事項であり、計測装置自体も大がかりで複雑なものとなる。
【００１１】
　本発明は、上述の問題に鑑みてなされたものであり、相対変位をスラスト荷重に換算す
るための換算係数を、簡便且つ精確に求めことができる密閉式混練装置のスラスト荷重計
測装置の校正方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記課題を解決するため、本発明の密閉式混練装置のスラスト荷重計測装置の校正方法
は以下の技術的手段を講じている。
　即ち、本発明の密閉式混練装置のスラスト荷重計測装置の校正方法は、軸心が互いに平
行となるように所定の隙間をあけて隣接して配置されると共に互いに異なる方向へ回転す
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る一対のロータを備え、前記一対のロータの両端側には各ロータに加わるラジアル方向の
荷重を支持する軸受が設けられており、各ロータに加わるスラスト方向の荷重が両端側の
前記軸受のうち一端側の前記軸受で支持された密閉式混練装置において、前記一端側の軸
受の外輪を固定する外輪固定部材または前記外輪固定部材が取り付けられたケーシングと
、前記一端側の軸受の内輪を固定する内輪固定部材または前記内輪固定部材が取り付けら
れたロータとの軸方向に沿った相対変位を求め、求められた前記相対変位に乗じることで
前記ロータに加わるスラスト荷重を算出するための換算係数の校正を行う、密閉式混練装
置のスラスト荷重計測装置の校正方法であって、前記校正は、前記一端側の軸受を固定す
るための締結ボルトに軸方向に加わる荷重を計測可能な軸力計測ボルトを用いて計測され
る軸力を、当該軸力が計測されたときの前記相対変位で除することであること、を特徴と
する。
【００１３】
　なお、好ましくは、前記外輪固定部材を前記ケーシングに締結する外輪固定部材用の前
記締結ボルトに、前記軸力計測ボルトが用いられているとよい。
　なお、好ましくは、前記内輪固定部材を前記ロータに締結する内輪固定部材用の前記締
結ボルトに、前記軸力計測ボルトが用いられているとよい。
　なお、好ましくは、混練中の前記ロータに発生するスラスト荷重のうち最大のスラスト
荷重を、前記ロータに設けられた前記締結ボルトの本数で除した値以下の荷重を前記軸力
計測ボルトの初期軸力とし、前記軸力計測ボルトのすべてに前記初期軸力を上回る軸力が
加わった際に、前記軸力計測ボルトで計測される軸力を用いて前記換算係数を校正すると
よい。
【００１４】
　なお、好ましくは、混練中の前記ロータに発生するスラスト荷重のうち最大のスラスト
荷重を、前記ケーシングに設けられた締結ボルトの本数で除した値以下の荷重を前記軸力
計測ボルトの初期軸力とし、前記軸力測定ボルトのすべてに前記初期軸力を上回る軸力が
加わった際に、前記軸力計測ボルトで計測される軸力を用いて前記換算係数を校正すると
よい。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明の密閉式混練装置のスラスト荷重計測装置の校正方法によれば、相対変位をスラ
スト荷重に換算するための換算係数を、簡便且つ精確に求めて、スラスト荷重計測装置の
校正を適正に行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の校正方法で校正が行われるスラスト荷重計測装置が設けられた密閉式混
練装置の構造を示した図である。
【図２】密閉式混練装置の混練部及びスラスト荷重計測装置を示した図である。
【図３】本発明の校正方法に用いられる軸力計測ボルトを模式的に示した図である。
【図４】密閉式混練装置において、軸受の外輪の他端側端面とケーシングとが接触した状
態を示す図である。
【図５】密閉式混練装置において、軸受の外輪の他端側端面とケーシングとが離間した状
態を示す図である。
【図６】スラスト荷重が他端側に向かって加わる際に、外輪固定部材用の締結ボルトに軸
力計測ボルトを用いたことを示す図である。
【図７】スラスト荷重が他端側に向かって加わる際に、内輪固定部材用の締結ボルトに軸
力計測ボルトを用いたことを示す図である。
【図８】４本の軸力計測ボルトで計測された歪みを示す図である。
【図９】変位センサで計測された相対変位を示す図である。
【図１０】軸力計測ボルトで計測された歪みの総和と、変位センサで計測された相対変位
とを比較した図である。
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【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明のスラスト荷重計測装置１の校正方法を説明する。
　まず、スラスト荷重計測装置１の校正方法の説明に先立ち、スラスト荷重計測装置１が
設けられる密閉式混練装置２について説明する。
　図１は、本実施形態の密閉式混練装置２を模式的に示したものである。図１に示すよう
に、本実施形態の密閉式混練装置２は、内部が混練室３とされたハウジング４と、このハ
ウジング４の内部に設けられた一対のロータ５、５とを備えており、これら一対のロータ
５、５で混練室３に圧入されたゴムやプラスチックなどの被混練材料を混練し、所望の混
練状態となった被混練材料を外部に取り出す構成となっている。
【００１８】
　図２に示すように、これら一対のロータ５、５はいずれも軸方向の両端側を軸受６、７
で回転自由に支持されている。また、ロータ５の軸方向の一端側（反駆動側）はハウジン
グ４の外部へ突出していないが、軸方向の他端側（駆動側）はハウジング４の外部へ突出
しており、この突出したロータ５の他端側にはギヤカップリング等の接続装置が接続され
ていて、駆動装置で発生した駆動力が接続装置を経由して入力されている。
【００１９】
　なお、以降の説明において、図２の紙面の左側を、スラスト荷重計測装置１を説明する
際の「反駆動側」または「一端側」、また紙面の右側を、スラスト荷重計測装置１を説明
する際の「駆動側」または「他端側」という。また、図１の紙面の上側を、スラスト荷重
計測装置１を説明する際の「上側」、また紙面の下側を、スラスト荷重計測装置１を説明
する際の「下側」という。さらに、図２の紙面の上側を、スラスト荷重計測装置１を説明
する際の「左側」、また紙面の下側を、スラスト荷重計測装置１を説明する際の「右側」
という。
【００２０】
　図１に示すように、混練室３の上部には、上方に向かって開口する開口部８が形成され
ている。この開口部８の上側には、ゴムやプラスチック等の被混練材料を上下方向に沿っ
て案内（導入）する材料導入路９が形成されている。また、材料導入路９の上部には下方
に向かって揺動させることで開口可能なホッパ１０が設けられており、このホッパ１０か
らはゴムやプラスチックなどの母材に添加剤などが配合された被混練材料が投入されてい
る。また、材料導入路９の内部にはフローティングウエイト１１が材料導入路９の形成方
向（上下方向）に沿って移動可能に設けられており、フローティングウエイト１１を下方
に移動させることで材料導入路９の内部に投入された被混練材料を下方の混練室３内に押
し込むことが可能となっている。
【００２１】
　混練室３は、２つの円筒状の空洞を、外周面の一部が互いに重なり合うように左右に並
べたような形状（軸垂直方向に沿った断面がめがね穴の形状）に形成されており、その内
部には上述した一対のロータ５、５が配備されている。これら一対のロータ５、５は、２
つの円筒状の空洞の中心に軸心が略一致するようにしてそれぞれ配備されている。
　図２に示すように、各ロータ５の外周面には被混練材料を混練する翼１２が形成されて
いる。このロータ５の外周面に設けられた翼１２は、いずれのロータ５でも軸方向（軸線
）に対してねじれた構造とされており、右側のロータ５と左側のロータ５とでは被混練材
料に互いに軸方向の逆向きに流れを生起できるように形成されている。
【００２２】
　ロータ５の両端側にはこのロータ５を回転自在に支持する軸受６、７がそれぞれ設けら
れており、これら両端側の軸受６、７は、ラジアル方向の荷重のみならずスラスト方向の
荷重も支持できる軸受が採用されている。このような軸受６、７には複列の円錐ころ軸受
けや自動調芯ころ軸受が用いられる。なお、ロータ５の他方側の軸受７は、ロータ５の熱
伸びを吸収する為に、スラスト方向にスライドできる構造となっている。
【００２３】
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　また、ロータ５の軸方向の他端側には、原動機などの駆動装置で発生した回転駆動力（
回転）を減速して伝達する減速機が設けられており、この減速機で減速された回転駆動力
が上述した接続装置（減速機の軸芯とロータ５の軸芯との偏差を許容すると共に、ロータ
５の軸方向の移動を許容可能なギヤカップリング）を介して各ロータ５、５に入力されて
いて、各ロータ５、５が互いに異方向に回転するようになっている。さらに、ロータ５の
軸方向の一端側は先端に向かってテーパ状に形成されており、このテーパ状の部分に上述
した軸受の内輪１３が取り付けられている。
【００２４】
　すなわち、上述した密閉式混練装置２では、翼１２が混練室３の内壁を掃くようにロー
タ５が回転して、ロータ５に形成された翼１２により混練室３内に圧入された被混練材料
が各種の添加剤とともに混練される。このとき、各ロータ５、５は、翼１２のねじれ方向
が同じで回転方向が互いに逆となっているので、図２の上側に示す左側のロータ５では、
軸方向の他端側（駆動側）から一端側（反駆動側）に向かうスラスト荷重が発生し、図２
の下側に示す右側のロータ５では、軸方向の一端側（反駆動側）から他端側（駆動側）に
向かうスラスト荷重が発生する。ここで、図２の上側に示すロータ５および下側に示すロ
ータ５で発生するスラスト荷重は、いずれも一端側の軸受６で支持される。
【００２５】
　このようにしてロータ５を回転させることで混練が行われた被混練材料は、混練室３の
下側に形成された排出口１４のドロップドア１５を開くことで、排出口１４から混練室３
の外部に取り出される。そして、被混練材料を取り出した後は、ドロップドア１５を再び
上方に揺動して混練室３の排出口１４を閉塞し、投入口からフローティングウエイト１１
を用いて次バッチの被混練材料を混練室３内に押し込む。このようなバッチ式の混練サイ
クルを繰り返すことで、上述した密閉式混練装置２では混練が行われる。
【００２６】
　ところで、被混練材料の混練に伴ってロータ５に発生するスラスト荷重は、ロータ５を
支持する軸受（スラスト軸受）の寿命に大きな影響を与えるので、軸受の寿命を判断する
ためにはスラスト荷重を精確に計測することが必要となる。そのため、上述した密閉式混
練装置２には、スラスト荷重を受ける一端側の軸受６に対して、この軸受６の外輪１６に
対する内輪１３の軸方向に沿った変位を相対変位として計測し、計測された相対変位に換
算係数を乗じることでスラスト荷重を精確に算出するスラスト荷重計測装置１が設けられ
ている。
【００２７】
　次に、本発明のスラスト荷重計測装置１について説明する。
　上述した一端側の軸受６に関しては、その外輪１６は、外輪１６のさらに外周側に設け
られたケーシング１８に対して、外輪固定部材１７（ベアリング抑え）を介して取り付け
られている。また、軸受の内輪１３は、内輪１３のさらに内周側に設けられたロータ５に
対して、内輪固定部材２０（ベアリング抑え）を介して取り付けられている。これらの外
輪固定部材１７及び内輪固定部材２０は、外輪１６や内輪１３の一端側に隣接して配備さ
れている。外輪固定部材１７は後述する締結ボルトを用いてケーシング１８に締結（固定
）されており、また内輪固定部材２０は後述する締結ボルトを用いてロータ５の一端側端
面に締結（固定）されている。
【００２８】
　具体的には、スラスト荷重計測装置１は、一端側の軸受６の外輪側に設けられる部材、
言い換えれば外輪固定部材１７または外輪固定部材１７が取り付けられたケーシング１８
に、少なくとも１つ以上の変位センサ１９を備えている。そして、この変位センサ１９は
、外輪１６に対する内輪１３の軸方向に沿った相対変位、つまり一端側の軸受６の内輪１
３を固定する内輪固定部材２０または内輪固定部材２０が取り付けられたロータ５の位置
を測定可能とされている。また、スラスト荷重計測装置１には、この変位センサ１９で計
測された相対変位に換算係数を乗じることにより、ロータ５に加わるスラスト荷重を算出
する荷重算出部（図示せず）が設けられている。
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【００２９】
　つまり、スラスト荷重計測装置１は、外輪固定部材１７またはケーシング１８に対して
、内輪固定部材２０またはロータ５が軸方向に沿ってどの程度変位しているかを示す相対
変位を変位センサ１９で計測し、荷重算出部において変位センサ１９で計測された相対変
位に換算係数を乗じることでロータ５に加わるスラスト荷重を算出している。
　ところで、スラスト荷重計測装置１でロータ５に発生するスラスト荷重を精度良く求め
るためには、相対変位から適正なスラスト荷重が算出されるように校正を行う必要がある
。このようなスラスト荷重計測装置１の校正は、スラスト荷重計測装置１で実際に計測さ
れるスラスト荷重が、真のスラスト荷重と一致するように、換算係数の値を適正なものに
修正することで行われる。
【００３０】
　ところが、上述したスラスト荷重計測装置１の校正は、実際にスラスト荷重計測装置１
が設けられた密閉式混練装置２、言い換えれば実機で行われる必要がある。つまり、軸受
内部の摩擦状態やロータ５の回転の有無によりロータ５に加わるスラスト荷重は変化する
為、精確な校正を行うためには実際の密閉式混練装置２において混練時に発生するような
大きなスラスト荷重を加えつつロータ５を回転させて、校正を行うのが望ましい。
【００３１】
　そこで、本発明者は、スラスト荷重計測装置１を校正する際には、軸受６、７を固定す
る締結ボルトを、軸方向に加わる荷重を計測可能な軸力計測ボルト２６に交換し、軸力計
測ボルト２６で計測される軸力を用いて校正を行うことに想到した。このような軸力計測
ボルト２６を用いれば、実際にスラスト荷重計測装置１が設けられる密閉式混練装置２に
おいて、実際に混練を行う場合と同じ条件で校正を行うことが可能となり、スラスト荷重
計測装置１の校正を高精度に実施できることが可能になる。
【００３２】
　すなわち、本発明のスラスト荷重計測装置１の校正方法は、上述した一端側の軸受６を
固定するための締結ボルトに、軸方向に加わる荷重を計測可能な軸力計測ボルト２６を用
い、この軸力計測ボルト２６で計測された軸力と、この軸力が計測されたときの相対変位
とを用いて換算係数を校正することを特徴とするものである。
　具体的には、上述した外輪固定部材１７をケーシング１８に締結する外輪固定部材用の
締結ボルト、あるいは内輪固定部材２０をロータ５に締結する内輪固定部材用の締結ボル
トに、上述した軸力計測ボルト２６を用いることができる。
【００３３】
　以降では、外輪固定部材用の締結ボルトに軸力計測ボルト２６を用いた例を挙げて、本
発明のスラスト荷重計測装置１の校正方法を説明する。
　図３に示すように、軸力計測ボルト２６は、歪ゲージ２７を用いてボルトに加わる軸力
を計測可能な構成とされている。具体的には、この軸力計測ボルト２６の外周面には、軸
力を検出可能な歪ゲージ２７が貼り付けられている。また、軸力計測ボルト２６の内部に
は、頭部からボルトの内部を貫通して歪ゲージ２７に達する貫通孔２８が形成されており
、この貫通孔２８には、歪ゲージ２７から延びる出力線２９が挿通されている。軸力計測
ボルト２６では、この歪ゲージ２７の抵抗値を検出することで軸力計測ボルト２６に加わ
る軸力を検出可能となっている。なお、軸力計測ボルト２６に貼り付けられた歪ゲージ２
７は、それぞれの軸力計測ボルト２６で、軸力と歪との関係が予め校正されている。
【００３４】
　このような軸力計測ボルト２６は、上述した外輪固定部材１７をケーシング１８に締結
する外輪固定部材用の締結ボルトの替わりに取り付けられている。つまり、外輪固定部材
１７は、円環状に形成されているので、外輪固定部材１７の周方向に所定の間隔をあけて
設けられた複数の締結ボルトを用いて締結されている。そして、これらの締結ボルトのす
べてが上述した軸力計測ボルト２６とされている。
【００３５】
　なお、軸力計測ボルト２６を内輪固定部材用の締結ボルトの替わりに取り付ける場合も
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、外輪固定部材用の締結ボルトと同様に、内輪固定部材用の締結ボルトのすべてを軸力計
測ボルト２６に取り替えればよい。
　このようにして複数の軸力計測ボルト２６で計測された軸力を、軸力計測ボルト２６の
本数分ですべて合計し、軸力の総和を「実際にロータ５に加わっているスラスト荷重」、
言い換えれば真のスラスト荷重として扱う。一方、上述したスラスト荷重計測装置１でも
変位センサ１９で計測された相対変位に基づいてスラスト荷重が算出される。そこで、ス
ラスト荷重計測装置１から算出された値が真のスラスト荷重と一致するように換算係数を
校正する。
【００３６】
　具体的には、上述したスラスト荷重計測装置１の校正方法は、次のような手順で行われ
る。
　まず、軸力と発生歪との関係が予め校正された軸力計測ボルト２６を用意する。外輪固
定部材１７をケーシング１８に締結している締結ボルトのすべてを、用意した軸力計測ボ
ルト２６に交換する。
【００３７】
　図例では、周方向に１８０°の位相差をあけて設けられた２箇所の締結ボルトを、用意
した軸力計測ボルト２６に交換している。
　このようにして締結ボルトを外輪固定部材１７に取り付けた後は、軸力が入る前に歪の
ゼロ点をとっておく。そして、軸力計測ボルト２６で計測される軸力の計測結果（出力）
を監視しながら、計測された軸力が所定の初期軸力となるように軸力計測ボルト２６を締
め付けて、軸力計測ボルト２６を外輪固定部材１７に取り付ける。
【００３８】
　軸力計測ボルト２６を外輪固定部材１７に取り付けた後は、ロータ５を回転させながら
密閉式混練装置２に被混練材料を投入する。変位センサ１９で計測された相対変位の出力
と、軸力計測ボルト２６で計測された軸力とをデータロガーやメモリに記録する。
　このようにしてデータロガーやメモリに記録された軸力計測ボルト２６の軸力を軸力計
測ボルト２６の本数分だけ加算し、軸力の総和を求める。求められた軸力の総和を、変位
センサ１９で計測された相対変位の計測値で除して、換算係数を算出し、校正された換算
係数とする。
【００３９】
　なお、この換算係数の算出は、各軸力計測ボルト２６の荷重が初期軸力を上回っている
領域で行う必要がある。そのため、各軸力計測ボルト２６の荷重が初期軸力を上回ってい
る領域において得られた複数の換算係数に対して、その平均値などを用いた換算係数の代
表値などを求め、求められた代表値を用いればスラスト荷重計測装置１の校正が可能とな
る。
【００４０】
　ところで、上述した軸力計測ボルト２６を用いてロータ５に加わるスラスト荷重を正確
に計測するためには、締結ボルトの締め付け方（締結の強さ）を適正なものにする必要が
ある。
　というのも、軸力計測ボルト２６でスラスト荷重が正確に計測できるのは、ロータ５に
加わるスラスト荷重が軸力計測ボルト２６のみに作用する場合に限られるからである。つ
まり、締結ボルトを強く締結するなどして、スラスト荷重を計測する時にも軸受６の外輪
の他端側端面がケーシング１８に接触したままになる状態では、ロータ５に加わったスラ
スト荷重により軸力計測ボルト２６に伸びを生じさせることにならず、軸力計測ボルト２
６で正しいスラスト荷重を計測することができなくなる。
【００４１】
　例えば、図４に示すように、ケーシング１１８に対して軸力計測ボルト１２６（締結ボ
ルト）を強く締結した場合を考える。この場合、軸力計測ボルト１２６による締め付け力
が大きいため、軸力計測ボルト１２６によって外輪固定部材１１７は軸方向の他端側に押
されており、外輪固定部材１１７を介して軸受の他端側端面がケーシング１１８に強い力
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で押し付けられて接触している状態となっている。そのため、スラスト荷重が加わってロ
ータ１０５が一端側に押されても、ロータ１０５から軸受６を介して外輪固定部材１１７
に伝わったスラスト荷重は、外輪固定部材１１７の一端側端面から軸力計測ボルト１２６
に伝わるが、軸力計測ボルト１２６に伸びを生じさせることにならず、軸力計測ボルト１
２６では発生したスラスト荷重を計測することができなくなる。当然、このような状態の
軸力計測ボルト１２６で計測された軸力は正確なものとは言えず、スラスト荷重計測装置
１０１の校正を高精度に行うことも困難になってしまう。
【００４２】
　ところが、図５に示すように、ケーシング１８に対して軸力計測ボルト２６を弱く締結
した場合には、軸力計測ボルト２６による外輪固定部材１７の締め付け力が小さいため、
外輪固定部材１７が軸方向の他端側に強く押し付けられることはなく、ロータ５にスラス
ト荷重が加わった場合には軸受６の外輪の他端側端面がケーシング１８から離間するよう
になる。そのため、ロータ５からこの外輪固定部材１７まで伝わったスラスト荷重が、軸
力計測ボルト２６の初期軸力を上回って軸力計測ボルト２６に伸びを発生させ、軸力計測
ボルト２６でスラスト荷重を計測することができるようになる。
【００４３】
　つまり、軸力計測ボルト２６の締め付け方を調整して、ロータ５にスラスト荷重が加わ
った場合に、軸受６の外輪の他端側端面がケーシング１８から離間する程度の弱い締結力
で締め付けることができれば、軸力計測ボルト２６で計測された軸力からスラスト荷重を
正確に把握することが可能となる。なお、この外輪固定部材１７を介して軸受６の外輪の
他端側端面をケーシング１８に押し付けて接触させる力は、軸力計測ボルト２６の初期の
締め付け力から、ロータ５に加わったスラスト荷重を差し引いた力に相当すると考えられ
るので、軸力計測ボルト２６の初期の締結力を所定の値以下とすれば、軸力計測ボルト２
６でスラスト荷重を正確に計測することが可能となる。具体的には、混練中のロータ５に
発生するスラスト荷重のうち最大のスラスト荷重を、ケーシング１８に設けられた軸力計
測ボルト２６の本数で除した値以下の荷重を軸力計測ボルト２６の初期軸力とし、軸力計
測ボルト２６のすべてに初期軸力を上回る軸力が加わった際に軸力計測ボルト２６で計測
される軸力を用いて換算係数を校正するのが好ましい。
【００４４】
　なお、図５と同様に軸力計測ボルト２６のすべてに初期軸力を上回る軸力が加わった場
合であっても、例えば図６に示すようにロータ１０５に対してスラスト荷重が一端側から
他端側に向かって作用する場合、言い換えればスラスト荷重の加わる方向が逆の場合には
、軸力計測ボルト１２６でスラスト荷重を正確に計測できなくなる。図６のように、スラ
スト荷重が一端側から他端側に向かって作用する場合には、外輪固定部材１１７の他端側
端面がケーシング１１８に必ず接触し、軸力計測ボルト１２６にすべてのスラスト荷重が
加わらなくなる。このようにスラスト荷重が一端側から他端側に向かって作用する場合に
は、図７に示すように内輪固定部材２０とロータ５との間に設けられた内輪固定部材用の
締結ボルトをすべて軸力計測ボルト２６に取り替えることで、スラスト荷重計測装置１の
校正を精度良く行うことができる。
【００４５】
　ここでも、混練中のロータ５に発生するスラスト荷重のうち最大のスラスト荷重を、ロ
ータ５に設けられた軸力計測ボルト２６の本数で除した値以下の荷重を軸力計測ボルト２
６の初期軸力とし、軸力計測ボルト２６のすべてに初期軸力を上回る軸力が加わった際に
軸力計測ボルト２６で計測される軸力を用いて換算係数を校正するのが好ましい。
　以上の点から、上述したスラスト荷重計測装置１の校正を精度良く行うためには、軸力
計測ボルト２６のすべてに初期軸力を上回る軸力が加わっている点に加えて、スラスト荷
重の向きに応じて軸力計測ボルト２６を外輪固定部材１７または内輪固定部材２０に取り
付けることが条件として必要となる。
【００４６】
　上述した軸力計測ボルト２６を用いたスラスト荷重計測装置１の校正方法では、軸受６
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に実際に加わる軸力に基づいて換算係数（校正された換算係数）が決定されるため、スラ
スト荷重計測装置１の校正を高精度に行うことが可能となる。
　また、上述した校正方法では、ロータ５にスラスト荷重を加えるための機構や、ロータ
５を回転させるための機構に、大がかりな装置を用意する必要がなくなり、装置構成を複
雑なものとすることなくスラスト荷重計測装置１の校正が可能となる。
【００４７】
　次に、上述した校正方法を用いた場合の校正の精度を、実際の実験データを用いて説明
する。
　例えば、ロータ５の一端側に設けられた軸受６の外輪固定部材１７に対して、この外輪
固定部材１７をケーシング１８に固定する４本の締結ボルトを軸力計測ボルト２６に取り
替えて、各軸力計測ボルト２６で軸力で計測する。なお、これらの軸力計測ボルト２６の
初期軸力（歪み）は、被混練材料が投入される前の状態、つまり負荷が作用していない状
態での歪値に相当し、各軸力計測ボルト２６で計測される歪みが300μｍ～400μｍとなる
範囲に設定されている。このようにして各軸力計測ボルト２６で計測された軸力の計測結
果は、図８に示すようになる。
【００４８】
　なお、図８の縦軸は軸力ではなく歪みで示されているが、歪みに弾性係数を乗じれば軸
力に換算できることから、図８では縦軸を歪みとして結果を示している。また、図９や図
１０でも同様な理由から縦軸は「変位量」や「歪総和値」であるが、軸力の計測結果も同
じ傾向を示すものとして以降では説明を行っている。
　一方、図９に示すように、スラスト荷重計測装置１の外輪固定部材１７には、変位セン
サ１９が設けられており、変位センサ１９で計測されたロータ５の相対変位も計測されて
いる。それゆえ、荷重算出部で、計測された相対変位に換算係数を乗じることで、スラス
ト荷重を算出することができる。
【００４９】
　例えば、図１０は、計測された相対変位に換算係数を乗じて得られるスラスト荷重と、
軸力計測ボルト２６で計測された軸力の総和とを比較したものである。なお、このスラス
ト荷重の算出に用いられる換算係数は、各軸力計測ボルト２６の歪みが相対変位から導か
れるスラスト荷重に対して初期軸力を上回る区間で最もよく一致するように求めたもので
ある。
【００５０】
　図１０において「太線」で示される「相対変位に換算係数を乗じて得られるスラスト荷
重」の結果を見ると、計測開始後２０秒程度で混練が開始され、時間が経過するにつれて
スラスト荷重の値が大きくなる。ところが、図１０において「細線」で示される「軸力の
総和」は、多少の上下はあるものの、計測開始後３５秒程度までは値が大きくなることは
ない。
【００５１】
　しかし、計測開始後３５秒において、各軸力計測ボルト２６の歪みが初期軸力を上回る
ようになると、「相対変位に換算係数を乗じて得られるスラスト荷重」の結果と、「軸力
の総和」の結果とは、ほぼ同じ値で変化するようになる。
　やがて、計測開始後１００秒程度で、各軸力計測ボルト２６の歪みが初期軸力を下回る
ようになると、「相対変位に換算係数を乗じて得られるスラスト荷重」の結果と、「軸力
の総和」の結果とは、大きく解離した数値で変化するようになる。
【００５２】
　これらの結果から、各軸力計測ボルト２６の歪みが初期軸力を上回る区間では、「相対
変位に換算係数を乗じて得られるスラスト荷重」と、「軸力計測ボルト２６で計測された
軸力の総和」とは極めて精度良く一致することがわかる。このことから、各軸力計測ボル
ト２６の歪みが初期軸力を上回る区間では、相対変位をスラスト荷重に換算するための換
算係数を精確に求めることができ、スラスト荷重計測装置１の校正を適正に行うことがで
きると判断される。
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【００５３】
　なお、今回開示された実施形態はすべての点で例示であって制限的なものではないと考
えられるべきである。特に、今回開示された実施形態において、明示的に開示されていな
い事項、例えば、運転条件や操業条件、各種パラメータ、構成物の寸法、重量、体積など
は、当業者が通常実施する範囲を逸脱するものではなく、通常の当業者であれば、容易に
想定することが可能な値を採用している。
【符号の説明】
【００５４】
　　１　スラスト荷重計測装置
　　２　密閉式混練装置
　　３　混練室
　　４　ハウジング
　　５　ロータ
　　６　一端側の軸受
　　７　他端側の軸受
　　８　開口部
　　９　材料導入路
　１０　ホッパ
　１１　フローティングウエイト
　１２　翼
　１３　内輪
　１４　排出口
　１５　ドロップドア
　１６　外輪
　１７　外輪固定部材
　１８　ケーシング
　１９　変位センサ
　２０　内輪固定部材
　２６　軸力計測ボルト
　２７　歪ゲージ
　２８　貫通孔
　２９　出力線
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